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９
月
の
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
た
平

成
24
年
度
の
決
算
概
要
と
健
全
化
判
断
比
率
・

資
金
不
足
比
率
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

　

決
算
は
、
予
算
に
対
し
て
ど
れ
だ
け
の
収

入
と
支
出
が
あ
っ
た
の
か
、
ま
た
ど
の
よ
う

に
使
わ
れ
た
の
か
を
ま
と
め
た
も
の
で
、
議

会
に
報
告
し
、
予
算
の
使
い
方
が
適
正
で
あ
っ

た
か
ど
う
か
の
認
定
を
受
け
ま
す
。

一
般
会
計

　

平
成
24
年
度
の
一
般
会
計
は
、
歳
入
総
額

３
２
９
億
５
０
５
１
万
円
、
歳
出
総
額
３
１

７
億
９
７
９
９
万
円
で
、
差
し
引
く
と
11
億

５
２
５
２
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
額
か
ら
、
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き

財
源
（
繰
越
事
業
の
財
源
）
を
差
し
引
い
た

収
支
（
実
質
収
支
）
は
、
10
億
２
２
４
２
万

決
　
算

平成24年度　村上市

●問い合わせ

　財政課財務係

　☎53−2111（内線323）

財政
状況

●地方交付税　148億1,204万円（＋9.2％）

　	国から一定のルールに基づいて交付される「普通交
付税」と天災などの事情にあわせて交付される「特

別交付税」に分けられる

●市税　67億4,629万円（△1.2％）

　市民税、固定資産税、軽自動車税など

●国庫支出金　25億9,242万円（△5.9％）

　市が行う事業などに対して、国から交付されるもの

●市債　21億6,390万円（＋28.2％）

　国や市内金融機関からの借入金

●県支出金　16億6,016万円（△10.8％）

　市が行う事業などに対して、県から交付されるもの

●諸収入　13億734万円（△6.4％）

　延滞金、預金利子、その他雑収入

●譲与税・交付金等　12億4,614万円（△7.1％）

　	自動車重量譲与税や、地方消費税交付金など国から
交付されるもの

●分担金および負担金　５億6,602万円（△3.4％）

　学童保育所利用料、各種健診負担金など

●使用料および手数料　３億7,704万円（△1.2％）

　施設の使用料や、証明手数料など

●その他　14億7,916万円（＋4.7％）

　繰越金、財産収入、寄附金など

※（　　）内は前年度対比

地方交付税
148億1,204万円
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67億4,629万円

20％
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市債
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譲与税・交付金等
12億4,614万円

4%
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25億9,242万円
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分担金および負担金
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諸収入
13億734万円

4%

使用料および手数料
3億7,704万円　1%

その他
14億7,916万円

4%

歳入

円
と
な
り
、
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

■
収
入

　
市
税
お
よ
び
国
庫
・
県
支
出
金
が
減
少
、
地

方
交
付
税
は
増
加

　

市
税
は
、
市
民
税
で
は
税
制
改
正
に
伴
う

年
少
扶
養
控
除
廃
止
に
よ
り
増
加
し
ま
し
た

が
、
固
定
資
産
税
の
評
価
替
え
に
よ
る
減
少

が
大
き
く
、
全
体
で
は
前
年
度
よ
り
７
８
４

５
万
円
減
少
し
ま
し
た
。
国
庫
・
県
支
出
金

で
は
補
助
金
を
活
用
し
た
事
業
が
減
少
し
た

た
め
、
３
億
６
２
２
６
万
円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

収
入
総
額
は
前
年
度
よ
り
11
億
３
４
５
４

万
円
増
加
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ
は
地
方
交

付
税
が
交
付
額
の
算
定
に
あ
た
り
、
新
た
な

基
準
に
見
直
し
が
行
わ
れ
た
こ
と
や
新
ご
み

処
理
場
建
設
に
係
る
支
出
に
つ
い
て
特
別
交

付
税
で
配
分
さ
れ
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

■
支
出

　
総
務
費
・
衛
生
費
が
増
加
、
土
木
費
は
減
少

　

総
務
費
は
、
山
北
支
所
庁
舎
の
建
設
な
ど

に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ
て
４
億
３
９
０
６

万
円
増
加
し
、
衛
生
費
は
、
新
ご
み
処
理
場

の
建
設
に
着
手
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
４
億

３
９
０
６
万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

土
木
費
は
、
道
路
整
備
の
繰
越
事
業
の
減

少
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
べ
て
４
億
３

２
０
５
万
円
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
将
来
の
地
方
交
付
税
の
減
額
に
備

え
て
14
億
円
を
基
金
に
積
立
て
し
た
こ
と
な

ど
に
よ
り
、
歳
出
総
額
は
、
前
年
度
と
比
べ

て
13
億
８
０
８
６
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

  一般会計歳入内訳  
総額 329億5,051万円

※	四捨五入により差し引きが一致しないことが
あります
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平成24年度の主な事業

■民生費
・子ども手当支給事業	 ９億2,612万円
・障害者自立支援事業	 ９億　　335万円
※	このほかに、高齢者の生きがい活動・生活支援事業、
子育て家庭への育児支援、荒川地区統合保育園の実
施設計などを行いました

■土木費
・道路対策事業	 ２億2,840万円
・市道整備事業	 7,539万円
※	このほかに、歩道・高速バス待合室などの整備や河
川改修、良好な景観形成を推進する景観計画の策定
などを行いました

■教育費
・小・中学校施設改修事業	 ４億3,919万円
・生涯学習センター整備事業	 ４億8,691万円
※	このほかに、スクールバスの運行や教育補助員など
による学習支援、文化財の保護や体育施設の改修な
どを行いました

■総務費
・生活交通確保対策事業	 １億8,925万円
・協働のまちづくり推進事業	 5,894万円
※	このほかに、集落の集会施設の整備支援や防犯灯の
設置・維持管理、山北支所庁舎の建設などを行いま
した

■衛生費
・予防接種事業	 １億5,963万円
・新ごみ処理場建設事業	 ９億8,147万円
※	このほかに、生活習慣病予防のため健康診査や妊婦
健診の助成、住宅用太陽光発電システム設置者に補
助金の交付などを行いました

■農林水産業費
・中山間地域等直接支払交付金事業	 8,636万円
・漁港整備事業	 9,734万円
※	このほかに、農業機械・施設の導入助成や用水路な
どの改修、間伐実施への助成や林道の改良・修繕な
どを行いました

■消防費
・消防救急デジタル無線実施設計事業	 2,310万円
・消防団車両ポンプ購入事業	 3,318万円
※	このほかに、防火水槽の新設や海岸部に海抜標示板
の設置、町内・集落が行う小型除雪機の購入に対す
る補助などを行いました

■商工費
・プレミアム商品券地域活性化事業	 2,094万円
・町娘コンシェルジュ事業	 435万円
※	このほかに、中小企業の経営支援や駅前観光案内所
の実施設計、海水浴場や観光施設の管理などを行い
ました

●民生費　75億8,149万円（△2.3％）

　各種福祉の助成や、保育園の運営経費など

●公債費　41億5,066万円（△4.8％）

　市債（借入金）の返済金

●土木費　37億2,006万円（△10.4％）

　	道路・橋りょうの建設や下水道事業への繰出金
など

●教育費　35億4,305万円（＋7.5％）

　小・中学校の管理経費や、文化財の保護など

●総務費　31億7,653万円（＋16.0％）

　庁舎の管理経費や、情報通信事業への繰出金など

●衛生費　30億7,493万円（＋46.0%）

　	予防接種・医療給付の助成やごみ処理場の運営
経費など

●農林水産業費　18億4,644万円（＋4.9％）

　農林水産業の振興のための経費など

●消防費　15億2,187万円（△5.6％）

　消防施設の管理経費や、消防団の経費など

●商工費　14億1,566万円（△11.1％）

　商工業の振興のための経費など

●その他　17億6,730万円（＋70.2％）

　議会費、災害復旧費、諸支出金など

※（　）内は前年度対比

民生費
75億8,149万円

24%

公債費
41億5,066万円

13%

土木費
37億2,006万円

12%

教育費
35億4,305万円

11%

総務費
31億7,653万円

10%

衛生費
30億7,493万円

10%

消防費
15億2,187万円

5%

商工費
14億1,566万円

4%
その他

17億6,730万円
5%

歳出

農林水産業費
18億4,644万円

6%

  一般会計歳出内訳  
総額 317億9,799万円

市民１人当たりに使われたお金
民　生　費 114,828円 衛　生　費 46,572円
公　債　費 62,865円 農林水産業費 27,966円
土　木　費 56,343円 消　防　費 23,050円
教　育　費 53,662円 商　工　費 21,441円
総　務　費 48,111円 そ　の　他 26,767円
合 　 計 481,605円
※平成25年３月31日現在の人口66,025人で計算
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会計名 歳　入 歳　出 差引額

土地取得 23万円 23万円 ０万円

情報通信事業 ３億3,487万円 ３億3,044万円 444万円

蒲萄スキー場 1,610万円 1,518万円 92万円

国民健康保険 75億7,901万円 74億5,974万円 １億1,927万円

国民健康保険診療所 1,510万円 1,505万円 ５万円

後期高齢者医療 ６億2,090万円 ６億 819万円 1,271万円

介護保険 69億 545万円 68億6,565万円 3,980万円

介護サービス事業 5,700万円 5,700万円 ０万円

下水道事業 49億7,620万円 49億1,701万円 5,919万円

集落排水事業 10億 386万円 ９億9,355万円 1,031万円

簡易水道事業 ７億2,882万円 ７億2,276万円 606万円
※四捨五入により差し引きが一致しないことがあります

会計名 決　算　額

上水道事業

収益的収支
収入 ９億9,824万円

支出 ８億1,673万円

資本的収支
収入 ３億 206万円

支出 ９億5,364万円

※	資本的収入が資本的支出に不足する額６億5,158万円について

は、上水道事業会計の内部留保資金などで補てんされます

会計名 平成24年度末残高

一般会計 319億5,268万円

情報通信事業 14億8,707万円

下水道事業 335億8,208万円

集落排水事業 95億1,611万円

簡易水道事業 27億　268万円

上水道事業 54億1,118万円

市
債（
借
入
金
）残
高

　

一
般
会
計
の
市
債
の
残
高
は
、
前
年
度
よ

り
15
億
１
４
５
６
万
円
減
り
、
３
１
９
億
５

２
６
８
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
債
は
、
主
に
道
路
や
学
校
な
ど
長
期
間

利
用
し
て
い
く
施
設
な
ど
の
建
設
費
用
の

た
め
の
借
入
金
で
す
。
市
債
の
発
行
に
よ
り
、

次
の
世
代
の
人
々
に
も
費
用
を
負
担
し
て
い

た
だ
き
、
世
代
間
の
公
平
性
を
考
慮
し
て
い

ま
す
。

　

今
後
も
計
画
的
な
施
設
整
備
な
ど
を
行
い
、

市
債
の
残
高
を
減
ら
す
よ
う
努
め
て
い
き
ま

す
。

特
別
会
計

　

特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業
を
行
う
場

合
に
、
そ
の
事
業
で
得
ら
れ
る
収
入
を
主
な

財
源
と
し
て
、
事
業
に
係
る
経
費
を
支
出
す

る
た
め
、
一
般
会
計
と
は
別
に
収
支
を
管
理

す
る
会
計
で
す
。

　

特
別
会
計
の
収
支
は
、
全
て
の
会
計
で
黒

字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

公
営
企
業
会
計

　

地
方
公
営
企
業
法
の
適
用
を
受
け
、
原
則
と

し
て
独
立
採
算
制
で
運
営
さ
れ
る
会
計
で
す
。

会
計
方
法
も
他
の
会
計
と
異
な
り
、
そ
の
年
度

の
経
営
損
益
を
示
す
「
収
益
的
収
支
」
と
将
来

の
経
営
に
備
え
て
行
わ
れ
る
建
設
改
良
事
業
の

「
資
本
的
収
支
」
に
分
別
し
た
会
計
方
法
が
用

い
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

特
別
会
計
で
は
、
事
業
の
実
施
に
あ
た
り
、

必
要
な
財
源
に
不
足
が
生
じ
る
場
合
に
は
一

般
会
計
や
基
金
か
ら
資
金
の
繰
り
入
れ
を
し

て
財
源
の
補
て
ん
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
24
年
度
で
、
介
護
サ
ー
ビ
ス

事
業
特
別
会
計
は
、
廃
止
と
な
り
ま
し
た
。
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※
１
　
健
全
化
判
断
比
率

　

健
全
化
判
断
比
率
に
は
、「
実
質

赤
字
比
率
」「
連
結
実
質
赤
字
比
率
」

「
実
質
公
債
費
比
率
」「
将
来
負
担
比

率
」
が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ
の
比

率
が
「
早
期
健
全
化
基
準
」「
財
政

再
生
基
準
」
を
超
え
た
と
き
は
、「
財

政
健
全
化
計
画
」「
財
政
再
生
計
画
」

を
策
定
し
、
国
や
県
の
勧
告
を
受
け

な
が
ら
財
政
の
健
全
化
を
図
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

※
２
　
実
質
赤
字
比
率

　

住
民
票
の
発
行
や
道
路
建
設
な
ど

市
民
の
皆
さ
ん
に
広
く
関
わ
る
部
門

を
行
っ
て
い
る
「
一
般
会
計
」
な
ど

の
赤
字
額
の
比
率
で
す
。

　

平
成
24
年
度
決
算
合
計
は
黒
字
で

し
た
の
で
、「

─

」
と
表
示
し
て
い

ま
す
。

※
３
　
連
結
実
質
赤
字
比
率

　

実
質
赤
字
比
率
に
国
民
健
康
保
険
、

介
護
保
険
、
水
道
、
下
水
道
事
業
な

ど
市
で
運
営
し
て
い
る
す
べ
て
の
会

計
を
加
え
た
市
全
体
の
赤
字
額
の
比

率
で
す
。

　

平
成
24
年
度
各
会
計
決
算
合
計
は

黒
字
で
し
た
の
で
、「

─

」
と
表
示

し
て
い
ま
す
。

※
４
　
実
質
公
債
費
比
率

　

一
般
会
計
な
ど
で
支
払
う
市
債
償

還
金
の
ほ
か
、
老
人
ホ
ー
ム
建
設
の

負
担
金
や
特
別
会
計
、
一
部
事
務
組

合
の
借
入
金
償
還
の
負
担
分
な
ど
昨

年
１
年
間
で
債
務
を
ど
の
程
度
負
担

し
た
の
か
を
判
断
す
る
比
率
で
す
。

　

早
期
健
全
化
基
準
の
25
％
を
超
え

る
と
市
債
の
発
行
が
制
限
さ
れ
、
市

独
自
の
施
策
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

※
５
　
将
来
負
担
比
率

　

こ
れ
か
ら
先
の
負
担
が
、
ど
の
く

ら
い
あ
る
の
か
を
示
す
比
率
で
す
。

　

市
債
の
残
高
や
福
祉
施
設
建
設
へ

の
負
担
、
特
別
会
計
、
一
部
事
務
組

合
の
借
入
金
へ
の
負
担
金
、
職
員
の

退
職
金
な
ど
、
将
来
、
財
政
を
圧
迫

す
る
可
能
性
の
あ
る
負
債
を
も
と
に

算
定
さ
れ
ま
す
。
市
の
比
率
は
、
早

期
健
全
化
基
準
を
大
き
く
下
回
っ
て

い
ま
す
が
、
今
後
も
市
債
の
発
行
を

抑
え
る
な
ど
、
負
担
の
軽
減
に
努
め

ま
す
。

※
６
　
資
金
不
足
比
率

　

水
道
事
業
や
下
水
道
事
業
な
ど
の

公
営
企
業
の
経
営
状
態
の
悪
化
の
度

合
い
を
示
す
比
率
で
す
。

　

す
べ
て
の
会
計
で
資
金
不
足
は
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
の
で
、「

─

」
と

表
示
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
24
年
度
は
す
べ
て
に
お
い
て

基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
が
、
算
出

す
る
際
の
基
礎
と
な
っ
て
い
る
地
方

交
付
税
の
減
少
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の

比
率
は
近
い
将
来
、
上
昇
す
る
こ
と

が
懸
念
さ
れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
市
で
は
、
行
財
政
改
革

を
推
進
し
、
簡
素
で
効
率
的
な
財
政

運
営
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

用
語
の
解
説
と
市
の
状
況

健全化判断比率 （※1）	 （単位：％）

健全化判断比率 24年度
23年度
（参考）

早期健全化
基準

財政再生
基準

実質赤字比率	 （※２） ─ ─ 12.29 20.00

連結実質赤字比率	（※３） ─ ─ 17.29 30.00

実質公債費比率	（※４） 17.2 17.5 25.0 35.00

将来負担比率	 （※５） 152.0 167.0 350.0

資金不足比率 （※６）	 （単位：％）

会計名 24年度
23年度
（参考）

経営健全化
基準

下水道事業特別会計 ─ ─ 20.0

集落排水事業特別会計 ─ ─ 20.0

簡易水道事業特別会計 ─ ─ 20.0

上水道事業会計 ─ ─ 20.0

※赤字額がないため「−」と記載

村上市の状況 　

「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、
県
や
市

町
村
の
財
政
破
綻
を
未
然
に
防
ぎ
、
健
全
な
財
政
運
営
の
確
保
を
図
る
た
め
、

決
算
に
基
づ
い
た
「
健
全
化
判
断
比
率
」
と
公
営
企
業
部
門
（
上
水
道
事
業

や
下
水
道
事
業
）
の
「
資
金
不
足
比
率
」
を
公
表
し
ま
す
。

　

こ
の
比
率
は
、
財
政
の
健
全
度
を
測
る
も
の
で
、
平
成
24
年
度
は
す
べ
て

の
比
率
で
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
し
た
。
ま
た
、
監
査
委
員
の
監
査
を
受
け

て
市
議
会
へ
報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
数
値
は
暫
定
数
値
で
す
の
で
、
今
後
、
変
更
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率


